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「要緊急安全確認大規模建築物」の耐震診断結果の公表について 

 

建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成 7 年法律第 123 号。以下「法」という。）附則第

3 条第 3 項において準用する法第 9 条の規定により、青森県が所管する区域の「要緊急安全確認

大規模建築物」について、耐震診断の結果を公表しましたのでお知らせします。 

また、法附則第 3 条第 3 項において準用する法第 8 条第 2 項の規定により、報告がなかった

建築物の所有者に対して、報告を行うことを命令しております。 

なお、青森市、弘前市、八戸市の区域に所在する対象建築物については、所管行政庁である青

森市、弘前市、八戸市が公表します。 

 

１ 公表対象 

青森県所管分 耐震診断の結果を報告したもの       １６棟 

          耐震診断の結果の報告を行うよう命令したもの １棟 

２ 公表方法 

・青森県（建築住宅課）ホームページに掲載 

  ・建築住宅課において閲覧 

 

○公表の経緯 

建築物の耐震化の更なる促進のため、建築物の耐震改修の促進に関する法律が平成 25 年 6 

月に改正、同年 11 月に施行され、「要緊急安全確認大規模建築物」の所有者は、耐震診断を行 

い、その結果を平成 27 年 12 月 31 日までに所管行政庁（青森県、青森市、弘前市、八戸市） 

に報告することが義務付けられるとともに、所管行政庁は報告を受けたときは、その内容を公 

表することとされました。 

また、報告がなかった建築物については、所管行政庁は相当の期限を定めて報告を行うこと 

を命ずることができるとともに、命令したときはその旨を公表することとされました。 

 

○要緊急安全確認大規模建築物 

昭和 56 年年 5 月 31 日以前の旧耐震基準によって建てられた建築物のうち 

・不特定多数の者が利用する大規模建築物 

病院、店舗、旅館、集会場、 

公益上必要な建築物等   ：階数が 3 以上 かつ 5,000 ㎡以上 

体育館          ：階数が 1 以上 かつ 5,000 ㎡以上 

・避難上配慮を要する者が利用する大規模建築物 

老人ホーム等       ：階数が 2 以上 かつ 5,000 ㎡以上 

小学校、中学校等     ：階数が 2 以上 かつ 3,000 ㎡以上 

幼稚園、保育所等     ：階数が 2 以上 かつ 1,500 ㎡以上 

・一定量以上の危険物を取り扱う大規模な貯蔵場等 

危険物の貯蔵場等     ：階数が 1 以上 かつ 5,000 ㎡以上 
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